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小
長
井
町
が
選
択
し
た

県
央
地
区
合
併
協
議
会
か
ら
の
脱
退

こ
の
決
断
に
至
っ
た
経
緯

/＼-卜つ(Lこ三なﾅｱい

2

協
議
会

県
央
地
区
一
市
五
町
合
併
協
議
会

の
枠
組
み
の
中
で
は
'
ど
う
し
て
も

市
の
は
ず
れ
に
な
っ
て
し
ま
う
周
辺

の
町
'
特
に
小
長
井
町
に
と
っ
て

は
'
合
併
後
い
か
に
地
域
の
声
を
行

政
に
反
映
さ
せ
'
寂
れ
な
い
よ
う
に

す
る
の
が
課
題
で
し
た
｡

し
か
し
'
協
議
会
の
中
で
は
'
小

長
井
町
を
は
じ
め
と
す
る
周
辺
の
町

の
委
員
か
ら
の
そ
れ
ら
に
対
す
る
意

見
や
提
案
は
'
一
切
と
り
入
れ
ら
れ

な
い
状
態
で
し
た
｡

*
断
6
月
定
例
議
会
の
最
終
日
(
6
月

1
3
日
)
'
議
会
開
催
前
に
市
町
村
合

併
特
別
委
員
会
が
開
か
れ
､
合
併
後

の
町
の
将
来
像
を
案
じ
て
､
県
央
地

区
一
市
五
町
合
併
協
議
会
か
ら
の
脱

退
案
が
協
議
さ
れ
ま
し
た
｡

こ
の
中
で
は
'
賛
成
派
･
反
対
派

か
ら
そ
れ
ぞ
れ
の
主
張
を
含
め
た
'

活
発
な
討
議
が
行
わ
れ
ま
し
た
｡
ま

た
､
合
併
協
議
会
に
住
民
代
表
と
し

て
参
加
さ
れ
て
い
る
3
名
の
委
員

さ
ん
か
ら
も
意
見
を
聞
い
た
後
'
多

数
決
に
よ
り
脱
退
す
る
方
向
で
の

意
見
が
調
整
さ
れ
ま
し
た
｡

こ
の
委
員
会
で
の
経
過
を
も
と

に
､
同
定
例
議
会
の
最
終
議
題
と
し

て
｢
県
央
地
区
一
市
五
町
合
併
協
議

会
か
ら
の
脱
退
に
つ
い
て
｣
を
､
町

長
が
追
加
提
案
し
ま
し
た
｡

そ
し
て
'
採
決
の
結
果
'
賛
成
多

数
に
よ
り
協
議
会
を
脱
退
す
る
こ

と
に
決
定
し
ま
し
た
｡

脱
退
の
主
な
理
由
に
つ
い
て
は
'

先
に
配
布
さ
れ
た
｢
議
会
だ
よ
り
号

外
｣
　
(
6
月
ｰ
7
日
発
行
)
や
｢
ﾊ
ｰ

ﾄ
ﾌ
ﾙ
こ
な
が
い
7
月
号
｣
　
(
7
月

上
目
発
行
)
に
掲
載
さ
れ
た
内
容
の

と
お
り
で
す
｡



H 15 1ー■l現 在 管 内 人 口 ■般 職 人 口/ 職 員

小 栗出 張所 9,9 46 2 4 ,97 3

小 野出 張 所 6,3 46 3 .17 3

有事 出 張所 5,127 2 ,564

真 津山 出弓長所

本 野出 弓長所

2 7,04 1 7ー60

2.7 83 1.392

長 田出 張所

本 庁舎

6■ー64 †082

3 8,3 79 ｰ2 54

諌早 市計 9 5,78 6 7 26 132

多 良見 町 17▼30 ｰ ｰｰ 14 9

森 山町 6 3ー0 3 7 1

飯盛 町 8,40 5 124

高 来町 11 3ー 52 88 129

小長 井 町 6▼8 12 114

●資料◎　管内人口と職員数

昭和15年当時の諌早市の職員は.全
体で72人､うち旧村では真津山が7

人.長田が9人.他の4村は8人ずつ

でありました｡当時からすると行政需

要も格段に多くなり.また人口は2倍

以上,職員数も726人と増えているに

もかかわらず､旧村単位に置かれてお
ります出張所の職員の数は.現在では

逆に減って2人しか勤務しておりませ
ん｡

また.本町の職員1人が受け持つ人
口は.現在でも諌早市と大差ありませ

ん｡

●資料○　周辺部の人口推移

諌早市は､昭和15年に旧諌早町.小

葉村.小野村.有喜村､真津山村.本野

村,長田村が合併し.現在の諌早市と
なっています｡

合併が戦前であることなどから.現

在と比較するには多少条件が異なりま

すが.人口は合併当時約4万4千人か
ら現在は9万4千人と.約2倍の5万

人増加しています｡

そこで､合併前の旧村を比較してみ

ると､真津山は約9倍､小栗は約3倍

と大きく増加しているのに射し.小野
は24%.長田は17%しか増加しておら

ず､逆に有害は6.2%の減少,本野に

至っては8.2%の減少と.周辺部の人

口は減少しています｡
近隣では.鹿島市が昭和30年に6つ

の町や村が合併をしていますが.中心

部の旧鹿島町だけが人口が増えて.七

浦は36.5%の減少.能古見は37. 3%の
減少となるなど､周辺部の人口が激減

しています｡

昭和29年に合併した伊万里市の場合

もやはり中心部だけに人口が増え.周

辺部では60%以上も減少した旧村が2
つもあります｡
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背
景

-
'
人
口
問
題

【
周
辺
部
の
人
口
は
激
減
】

小
さ
な
町
は
少
子
こ
尚
齢
化
が
進

む
と
人
口
が
減
っ
て
し
ま
う
の
で
'

合
併
す
る
し
か
な
い
の
で
は
と
い

う
意
見
が
あ
り
ま
す
が
､
合
併
す
る

と
町
の
核
と
な
る
役
場
が
な
く

な
っ
て
し
ま
い
'
合
併
し
な
い
時
よ

り
人
口
は
減
少
し
'
ま
す
ま
す
寂
れ

て
い
く
と
思
わ
れ
ま
す
｡

現
に
'
以
前
合
併
が
あ
っ
た
諌
早

市
や
鹿
島
市
で
の
例
で
も
合
併
し

て
周
辺
部
と
な
っ
た
旧
町
村
は
人

口
が
急
激
に
減
っ
て
い
ま
す
｡

本
町
は
､
昭
和
3

0
年
の
人
口
が
約

8
'
5
0
0
人
'
平
成
1
4
年
が
約

6
'
9
0
0
人
で
す
か
ら
｡
｡
l
>
-
^

の
減
少
に
止
ま
っ
て
お
り
'
太
良
町

で
も
2
8
%
の
減
少
と
な
っ
て
お
り

ま
す
｡
(
資
料
○
)

【
職
員
も
中
心
部
に
集
中
】

現
在
'
小
長
井
町
で
は
年
間
に
約

8
0
億
円
の
予
算
を
使
っ
て
い
ま
す
｡

こ
の
予
算
で
町
を
運
営
す
る
た
め

に
'
地
元
か
ら
採
用
さ
れ
た
職
員
が

役
場
に
勤
務
し
て
い
ま
す
｡

し
か
し
'
合
併
し
て
役
場
が
支
所

と
し
て
残
っ
た
に
し
て
も
'
現
在
の

諌
早
市
の
例
か
ら
行
け
ば
数
年
後
に

は
2
人
程
度
の
職
員
し
か
配
属
さ
れ

な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
｡

(
資
料
◎
)

ま
た
'
合
併
す
る
と
'
こ
の
公
金

を
扱
う
銀
行
も
今
の
ま
ま
残
る
と
は

思
え
ま
せ
ん
し
､
銀
行
か
ら
融
資
を

受
け
て
い
る
商
店
や
企
業
も
だ
ん
だ

ん
町
を
離
れ
て
行
き
'
そ
こ
に
働
く

従
業
員
も
だ
ん
だ
ん
町
か
ら
離
れ
'

ま
す
ま
す
人
口
減
に
つ
な
が
っ
て
い

き
ま
す
｡

2
､
財
政
問
題

【
先
が
怖
い
財
政
支
援
】

合
併
推
進
の
た
め
に
｢
交
付
税
の

合
併
算
定
替
｣
や
｢
合
併
特
例
債
｣

な
ど
が
あ
り
ま
す
｡
｢
合
併
算
定

替
｣
で
は
'
合
併
後
の
ｰ
0
年
間
は
合

併
し
な
か
っ
た
場
合
の
普
通
交
付
税

を
全
額
保
障
し
'
そ
の
後
5
年
間
は

激
変
緩
和
措
置
と
し
て
徐
々
に
交
付

税
を
減
ら
し
て
い
く
と
い
う
も
の

で
'
1
ｰ
年
目
か
ら
は
'
合
併
す
る
前

よ
り
も
交
付
税
が
減
る
と
い
う
こ
と

に
な
り
ま
す
｡

ま
た
､
｢
合
併
特
例
債
｣
と
い
う

起
債
制
度
は
'
合
併
後
の
ｰ

0
年
間
に

実
施
す
る
公
共
事
業
(
一
市
五
町
合

併
の
場
合
で
最
高
4
7
-
億
円
)
に

二

�

"

-

*

*

-

'

-

-

'

'

.

-

;

竹
T

.
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起
債
の
借
入
れ
が
で
き
'
そ
の
償
還

金
の
7
割
を
交
付
税
で
み
る
と
い

う
も
の
で
す
が
'
3
割
は
新
た
な
借

金
を
作
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま

す
｡な
お
'
合
併
特
例
債
の
償
還
の

ﾋ
ﾟ
ｰ
ｸ
は
平
成
2
6
年
度
以
降
に
な

り
ま
す
が
､
新
市
建
設
計
画
で
は
触

れ
て
あ
り
ま
せ
ん
｡

【
交
付
税
は
な
く
な
ら
な
い
】

｢
合
併
し
な
け
れ
ば
交
付
税
が
減

る
｣
と
言
う
人
が
い
ま
す
が
'
交
付

税
は
自
治
体
を
維
持
･
運
営
し
て
い

く
た
め
に
最
低
必
要
な
経
費
を
国

が
交
付
し
て
い
る
経
費
で
す
｡
自
治

体
の
規
模
に
よ
っ
て
交
付
額
が
異

な
り
ま
す
が
'
規
模
が
大
き
く
な
れ

ば
な
る
ほ
ど
一
人
あ
た
り
の
交
付

税
額
は
減
る
こ
と
に
な
り
ま
す
｡

こ
の
た
め
'
自
治
体
の
規
模
を
大

き
く
し
て
､
全
体
的
な
交
付
税
額
を

減
ら
し
て
い
こ
う
と
い
う
も
の
で

す
｡
国
の
財
政
が
厳
し
い
状
況
の
中

で
'
全
体
的
に
交
付
税
が
削
減
さ
れ

て
い
く
こ
と
は
確
実
で
す
が
'
合
併

し
な
け
れ
ば
交
付
税
が
減
る
と
い

う
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
｡

【
自
立
へ
の
道
】

将
来
'
自
立
し
て
い
け
る
か
'
い

け
な
い
か
に
つ
い
て
は
'
そ
の
判
断

材
料
と
し
て
の
財
政
計
画
を
立
て

て
み
な
い
と
わ
か
り
ま
せ
ん
｡
小
長

井
町
で
は
平
成
2
6
年
度
ま
で
の
財

政
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
｡

こ
の
中
で
は
'
現
時
点
で
予
想
で

き
る
補
助
金
の
削
減
や
交
付
税
の

減
額
'
行
財
政
改
革
な
ど
も
考
慮
し

て
い
ま
す
｡
合
併
し
た
場
合
と
'
し

な
か
っ
た
場
合
で
は
'
合
併
を
し
な

い
方
が
財
政
的
に
は
健
全
で
あ
る

こ
と
が
わ
か
り
ま
す
(
資
料
◎
)

3
'
住
民
負
担

【
年
間
で
約
ｰ
0
万
円
の
負
担
増
】

平
成
1
5
年
3
月
に
発
行
し
ま
し

た
町
の
広
報
紙
号
外
に
記
載
し
て

い
る
負
担
金
に
は
'
日
常
生
活
に
及

ぼ
す
も
の
､
そ
う
で
な
い
も
の
が
あ

り
ま
す
の
で
'
単
純
に
い
く
ら
と
は

計
算
で
き
ま
せ
ん
が
'
平
均
的
な
一

般
世
帯
(
持
ち
家
･
親
子
3
人
家

族
･
子
ど
も
が
保
育
園
･
国
保
加
入

家
庭
で
あ
る
と
仮
定
し
た
場
合
)
で

は
'
市
民
税
の
個
人
分
'
国
保
税
､

保
育
料
'
水
道
使
用
料
'
下
水
道
使

用
料
'
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
ﾃ
ﾚ
ﾋ
ﾞ
使
用
料
だ

け
で
年
間
1
0
2
'
5
5
0
円
の
負

担
増
と
な
る
計
算
で
す
｡

主
な
も
の
と
し
て
は
'
税
金
関
係

で
は
市
町
村
民
税
の
個
人
分
で
年

額
5
0
0
円
'
国
保
税
で
は
年
間
1

人
当
た
り
8
'
4
1
7
円
の
増
加
｡

負
担
金
関
係
で
は
'
非
課
税
世
帯

の
保
育
料
が
工
人
当
た
り
月
4
､
7

o
o
円
の
差
で
す
か
ら
年
間
で
5

6
'
4
0
0
円
の
増
と
な
り
ま
す
｡

ま
た
'
放
課
後
児
童
ｸ
ﾗ
ﾌ
ﾞ
に
対

し
小
長
井
町
は
工
人
当
た
り
月
2
'

o
o
o
円
の
補
助
を
し
て
お
り
ま

す
が
'
諌
早
市
に
は
補
助
が
な
い
た

め
､
工
人
当
た
り
月
l
'
0
0
0
円

か
ら
6
'
0
0
0
の
差
｡

今
年
度
か
ら
供
用
開
始
さ
れ
た

下
水
道
の
負
担
金
で
も
'
小
長
井
町

が
1
5
2
'
0
0
0
円
に
対
し
､
諌

早
市
は
3
5
0
'
0
0
0
円
で
-
9

8
､
0
0
0
円
の
差
o

使
用
料
関
係
で
は
､
一
般
家
庭
の

水
道
使
用
料
が
月
平
均
で
8
3
0

円
の
差
で
年
間
9
'
9
6
0
円
'
下

水
道
使
用
料
が
月
2
7
0
円
差
で

年
間
3
､
2
4
0
円
｡

ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
ﾃ
ﾚ
ﾋ
ﾞ
の
使
用
料
も
､

小
長
井
町
で
は
何
台
あ
っ
て
も
1

世
帯
当
た
り
月
-
'
5
0
0
円
に
対

し
'
諌
早
市
の
場
合
は
3
台
ま
で
が

各
2
'
1
0
0
円
と
な
っ
て
お
り
'

2
台
以
上
あ
る
と
し
て
'
年
間
で

7
'
2
0
0
円
の
差
が
出
て
き
ま

す
｡
(
資
料
O
p
1
 
0
に
掲
載
)
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●資料◎　財政状況の比較

｢もし､合併しなかった場合.将来の町の財

政はどうなるのか｡｣という疑問に対し.町で

は平成14年度から平成16年度までの3ｶ年の

財政計画に加え､更に10ｶ年先までの財政ｼ
ﾐｭﾚｰｼｮﾝを行いました｡

作成にあたっては.交付税の減額や補助金

の削寂.行財政改革など､現時点で想定でき
る事項を可能な限り盛り込んであります｡

また. 1市5町合併時の数値については､新

市建設(素案)の基礎数値を用いています｡

いずれの場合においても.合併しなかった

場合の方が財政的に改善されていることがわ
かります｡

【用語の説明】 だ岨

■経常収支比率

収入に対して人件費や公債費といった毎年

必ず出てい<あ金の割合で､財政構造の弾力

性を示す指標｡

一般的に70-80%ｶﾞ望ましいo

■公債費比率

公債費の中から､災害復旧費や辺地憤の償

還金に対する普通交付税交付額を除いた後の

公債費割合｡

●起債制限比率

公債費比率か5更に､交付税でその他の事

業に対して交付される額を除いた､町ｶﾞ純粋

に負担すべき公債費の割合｡

率ｶﾞ低いほど財政白訓こは良い｡ 15%を超え

ると､財政的注意信号､ 20%を超えると,単

独で実施する建設事業などの起債ｶﾞ許可され

な<なる｡
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あなたの疑問にお答えします｡

小長井町が開催した合併ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑや地区別

懇談会などで聞いた町民の主な意見はおおよそ次

の6項目に要約されます｡

人口が減り続けているのだから20年-30

年後にはどうせ合併しなければならなくな

る｡だったら早く合併した方がよいのでは｡

?
小長井町の人口は少しずつではあります

が減り続けており,平成40年(25年後)には

5, 148人になると推計されています｡

しかし合併したら人口の減り方はもっと激しく

なるでしょう｡役場や関連事業所がなくなって雇

用の場が減るとともに､公共料金などの値上がり

で小長井町の暮らしやすさがなくなり,人口流出

に拍車がかかるものと思われます｡

例えば,諌早市は昭和15年(63年前)に1町5村

で合併しました｡現在の人口は当時の2倍以上に

増えていますが,よく見ると人口が増えたのは中

心部であって,周辺部の有害や本野は逆に減って

います｡諌早市の内部でさえ,中心部と周辺部は

このような人口格差が生じているのです｡

1市5町で合併した場合,端の端になる小長井

町の将来人口はもっと厳しい現実に直面すると予

想されます｡

合併は人口減少の解決策にならないばかりか,

さらに周辺部の衰退を早める結果になるのです｡

(このことは広域合併のﾃﾞﾒﾘｯﾄとして総務省

自身も認めています)

n ■

.

.
ﾄ
.
_

いま合併しないと.後からの合併では条

件が悪くなるのでは｡

以前,農協の合併の際に北高農協の合併

が2年遅れたため,組合員農家が増資を求められ

たと聞いています｡このご意見はその時の痛い経

験から出されたものと思われます｡しかし,北高

農協が仮に2年遅れずに合併していたとしても,

債務超過の分は何らかの形で補填しなければなら

ず,結局は組合員農家に増資が求められたものと

思われます｡北高農協の場合も合併の時期が遅れ

たことが合併条件を悪くした原因ではありませ

ん｡

市町村(地方公共団体)の合併は,農協(佳意団

体)の合併とは全く性質が違いますので,心配し

ておられるように後で合併したからと言って条件

が悪くなるということはありません｡

また｢今合併すると対等合併だが､後で合併す

るときは吸収合併になる｣と危倶される方もおら

れます｡しかし,現在進められている合併協議の

内容も対等合併とは名ばかりで,周辺の町にとっ

て実質的には吸収合併です｡合併の時期が遅れて

も合併条件が対等合併と大差ないことに変わりあ

りません｡

/＼-卜つf(.261ｶﾞい
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合併して無駄な経費を省けば.住民ｻｰ

ﾋﾞｽがよくなったり.税金や公共料金が安

くなるのでは｡

｢無駄な経費｣というのは､ ｢人件費｣の

ことを指しておられるのだろうと思います｡合併

した場合には町の3役や町議会議員がいなくなり

職員も減るなど,確かに人件費が少なくなりま

す｡しかし､そのことが逆に町民の声が行政に届

かなくなったり.職員が減りすぎて住民ｻｰﾋﾞｽ

の低下につながったりするということも考えてお

かなければなりません｡

また,人件費を削った分が果たして税金や公共

料金を安くすることにつながるでしょうか｡税金

は法律で率が定められておりますし､住民負担

(公共料金)は小長井町と比べ,諌早市がはばすべ

てにおいて高額(年間約7-10万円)です｡合併す

ると住民負担は諌早市並に引き上げられ､安くな

るどころかかえって高くなると思われます｡

諌早市の財政担当も,人口が多い諌早市の住民

負担(公共料金)を町の水準に引き下げると市の財

政がもたない,と言っています｡

/ヽ-ﾄつn:なｶﾞい

小長井町だけでは心配だけど.合併して

大きな諌早市と一緒になれば安心｡

諌早市は｢財政規模｣が大きいので合

併した方が安心,というご意見だろうと思いま

す｡

町が算定した平成17年度以降10年間(平成26年

度まで)の財政計画では,小長井町は財政的に今

後も自立可能です｡

それでは,平成27年度以降の10年間(つまり20

年先)はどうなるのでしょうか｡

平成27年度以降は合併したところの方が､合併

しなかったところに比べて交付税が5年間で大幅

に減らされます｡さらに合併特例債を使って大型

事業を行った場合は,その借金の返済(1市5町

の場合は借金返済が元金だけで約150億円,利子

を含めるともっと多額)が重なりますので､合併

後10年ぐらい経ったあたりから合併したところの

財政がむしろ厳しくなる可能性が指摘されていま

すo
tL方丈付&の*8Nｫ
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■普通交付税の算定特例期間
合併後10ｶ年度は合併しなかった場合の普通交付税額が全
額保障されるが.その後5ｶ年度で段階的に引き下げられ. 16
年目からは新市のみでの算定額となる｡



合併しないと取り残されるのでは｡

｡㌧=

他にも, ｢合併しないと孤立する｣ ｢合併しない

と肩身が狭い｣という意見もありました｡だいた

い同じﾆｭｱﾝｽのことを言っておられると思い

ますo

それでは｢合併しないと取り残される｣という

のは,具体的にどういった面が｢取り残される｣

のでしょうか｡

たとえば｢合併したら何か有利になることがあ

るのに.合併しなければその分け前がもらえな

い｣という意味で｢取り残される｣と心配してお

られるのか,あるいは｢合併しない町には固から

何か罰が当てられ､つまはじきにされてしまう｣

という意味で｢取り残される｣と心配しておられ

るのでしょうか｡

｢合併したら有利になる｣あるいは｢合併しない

と国から罰が当てられる｣というのは､両方とも

何の根拠もありません｡はっきりしていること

は,これから先も国は市町村にずっと合併を勧め

るでしょうし,合併してもしなくても市町村の財

政は次第に厳しくなっていくということです｡合

併したからといって財政が豊かになるという保障

はありません｡

ですから合併しないと｢取り残される｣ ｢孤立

する｣ ｢肩身が狭い｣というのは,具体的なことを

言っているのではなくむしろ心理的な面を言って

おられるのだと思います｡

仮に1市4町が合併して諌早市の人口が14万人

近くになったとします｡その隣に人口7,000人足

らずの小長井町があります｡この状態の小長井町

hl1.廿

を｢取り残された｣と感じるか｢踏みとどまった｣

と思うのか,あるいは｢孤立している｣と感じる

か｢自立している｣と思うのか,または｢肩身が狭

い｣と感じるか｢誇り高い｣と思うのか,それは一

人ひとりの心構えの問題です｡

私たちはできれば人と違う行動をとりたくあり

ません｡たとえ赤信号であってもみんなが渡って

いれば一緒に渡ったほうがとりあえず安心です｡

そこで,市町村合併というﾊﾞｽが来ました｡ま

わりの友達はぞろぞろﾊﾞｽに乗ろうとしていま

す｡小長井町はそのﾊﾞｽの終着駅がどうも気に

なって仕方ありませんo先々に希望が見えないの

です｡ﾜﾝﾏﾝﾊﾞｽの運転手さんに｢発車時刻が

迫っているので､早く乗りなさい｣と言われまし

たが､よく考えた末,ひとまずそのﾊﾞｽを見送

り,次のﾊﾞｽに乗るかどうか決めることにしまし

た｡次のﾊﾞｽがくる頃には,先のﾊﾞｽがどこに向

かってどんな運転をしているかも友達が携帯で教

えてくれるでしょう｡そんな情報もしっかり聞い

て､自分のことを自分で判断して決めようと思っ

ているのです｡ (全国の市町村の約3分の1はﾊﾞ

ｽに乗り,約3分の2がひとまずそのﾊﾞｽを見送

る予定にしています)
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ﾉあなたの疑問にお答えします｡

小長井町が開催した合併ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑや地区別

懇談会などで聞いた町民の主な意見はおおよそ次

の6項目に要約されます｡

合併して諌早市になれば小長井町も発

展するのでは｡

本当に発展するのでしょうかo合併して

市の一部になったからと言って,小長井町に通う

ﾊﾞｽや電車の便数が増えるとは思えません｡ま

た､小長井町に工業団地や商店街が新しくできた

り,ﾏﾝｼｮﾝが次々に建てられたりするという

ことも考えられません｡

それよりも現在の諌早市と小長井町の行政施策

を比較してみると,諌早市ではまだ取り組みがな

されていない施策も数多くあり､むしろ小長井町

の方が進んでいると言えます｡

例えば,

①町民参加条例や環境及び景観保全条例の制定

(諌早市は該当条例なし)

②町営ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞの設置

(諌早市は民営ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞで料金が高い)

③父子家庭福祉医療費制度(諌早市は制度なし)

④町敬老会の実施(市敬老会は実施されていない)

(参町民体育祭の実施(市民体育祭はなし)

⑥学校給食の完全実施

(諌早市の中学校は牛乳だけ)

⑦ｽｸｰﾙﾊﾞｽの無料運行(ｽｸｰﾙﾊﾞｽなし)

⑧地積調査の100%完了(諌早市は46%)

⑨地区別ﾌｫｰﾗﾑの実施

(特に制度化していない)

⑲防災行政無線の全家庭設置(諌早市はｾﾞﾛ)

⑪学童保育の補助制度(諌早市は補助ｾﾞﾛ)

など,このほかにも数多くあります｡

また.仮に合併した場合には諌早市の区域内で

やらなければならない事業が約1,500億円もあ

■■

り,各町の事業は後回しにされるおそれがありま

す｡

合併特例債(約500億円)の使用についても.特

定地域を重点的に整備するための事業が対象にな

りますので,ほとんどが中心部の整備事業に使わ

れることになります｡ただし,合併特例債の借金

の返済(元金だけで約150億円)は,合併後の全市

民平等の負担になります｡

中心部と周辺部が広域で合併するｹｰｽでは.

全国的な先例をみても中心部にﾒﾘｯﾄがあり周

辺部はﾃﾞﾒﾘｯﾄしかない,と言われています｡

合併したら周辺部が発展すると考えるのは幻想

に近いかもしれません｡

/ヽ-ﾄつILこﾓsrrい
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●資料0ｻｰﾋﾞｽと負担[ﾊｰﾄﾌﾙこながい3月号(号外)掲載分から抜粋ｺ

住民ｻ ｰ ﾋ゙ ｽ と負担 小長井町 ､諌早市 ､

個人 市町民税均等割額 年額 2,000円 年額 2,500円

法人 市町民税所得割の税率 12.3 % 14.7 %

国民健康保険税(平成13年度実績) 74,335 円/人 82,752 円/人

放課後児童ｸ ﾗ ﾌ゙
町が2,000円助成し､負担は 市の助成なし

4,000 円/月/人 5,000~ 10,000円/月/人

簡易水道料金(月25t使用時) 3,590 円/月 4,420 円/月

下水道料金(月25t使用時) 2,860 円/月 3,130 円/月

公共下水道事業負担金(宅地500rr印寺) 152,000 円/世帯 350,000 円/世帯

火葬場使用料(地域内)
15歳以上1,500円/体 12歳以上10,000円/体

15歳未満1,200円/体 12歳未満 6,000円/体

公営住宅使用料
(H 14田原団地●平屋の場合)

最低家賃 18,000 円/月 20,500 円/月

最高家賃 29,800 円/月 34,000 円/月

公営住宅駐車場 無料(未舗装) 2,000- 3,000円/月/整備済区画

ｹ ｰ ﾌ゙ ﾙ ﾃ ﾚ ﾋ゙
1,500 円/月/世帯 2,100 円/月/台

(町営､台数指定なし) (民営､4台目以降は210円)

母子健診●相談内容 個別●集団健診■相談(毎月実施) 個別健診(指定月)

福祉医療費対象者 母子､寡婦､父子家庭 母子､寡婦家庭

学校給食
小学校 完全実施 完全実施

中学校 完全実施 なし(牛乳のみ)

地積調査進捗率 100% (S61年度完了) 46% (H 42完了予定)

防災行政無線 全町全戸設置済み なし

ｽ ｸ ｰ ﾙ ﾊ゙ ｽ 無料運行 なし

※比較にあたっては､自治体対規模ｶﾞ最大で人口も多<､合併した場合のｻｰﾋﾞｽや負担の基準になる

と思われる諌早市と､本町の現状をもとに､住民生活と直結する身近な項目について行っています｡

内
港
‖
f
c
t
f
l
t
加
筆

渦
熟
]
5
甘
7
E
I
O

/＼-ﾄつJL2毛�"Otfい

JO

◆
茄
榊
顎
叫
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
◆
a
C
B
I
B
r

I
)
t
訓
半
日
洋
品
除
矧
新
港
鞘
　
T
8
5
9
-
0
1
9
4
　
馴
昂
洞
j
訪
米
W
/
A
/
加
♯
D
]
ﾕ
ﾆ
麺
識
別
5
0
)
　
刷
(
0
9
5
7
)
3
千
2
1
1
1
　
対
佃
　
粟
料
妙
#
　
訓
　
　
2
-
1
3
5
0


	2003年7月号外p01
	2003年7月号外p02
	2003年7月号外p03
	2003年7月号外p04
	2003年7月号外p05
	2003年7月号外p06
	2003年7月号外p07
	2003年7月号外p08
	2003年7月号外p09
	2003年7月号外p10



